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Westlaw Japan 2014.03 リリース内容 
 

【判例】 

►参考 最近収録した話題の判例 

 

【法令】 

◇外部リンクを設置（履歴タブ・関連情報タブ） 

◇題名改正ラベルを法令単位表示画面に追加 

◇法令カレンダーの表示を改良(表示速度改善) 

 

【審決等】 

◇中央労働委員会命令の収録を開始 

 

【その他】 

◇検索履歴機能の改良 

◇クライアント ID機能の廃止 

 

【新日本法規オンライン】 

◇最近の収録タイトル 
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►参考 最近収録した話題の判例 

 国道２号道路公害差止・損害賠償請求控訴事件（平成 26年 1月 29日広島高裁） 

◎沿道勤務者の被害も認定＝国道高架化訴訟 

◆ 高架道路延伸工事事業の対象となる国道の沿道付近で居住、営業又は勤務している１審原告らが、騒音等により受忍限度を超える健康被害等を受けているとして、本件事業の差止め及び損害

賠償等を求めたところ、原審が賠償請求のみ一部認容したため、当事者双方が控訴するなどした事案 

 損害賠償請求事件（平成 26 年 1 月 27日大分地裁） 

◎生活保護減額は違法＝市に賠償命令 
◆ 県の最低賃金を基礎に算定した額（最低賃金収入額）を超える収入の存在等を条件に生活保護受給者の自動車保有を容認していた被告市において、実収入額が最低賃金収入額を下回るように

なった原告が、自動車保有容認を継続する代わりに最低賃金収入額を得ていたとみなされ本来支給額よりも減額した保護費の支給決定を受けたため、同決定は違法であるとして、損害賠償を求

めた事案 

 事業計画変更認可申請却下処分取消等請求控訴事件（平成 26 年 1月 23 日東京高裁） 

◎増車申請却下は適法＝タクシー会社が逆転敗訴 
◆ 増車のための事業計画変更認可申請をしたタクシー事業者である１審原告が、本件申請は収支計画要件に適合しないとして却下処分を受けたため、同処分の取消し及び本件申請に係る認可処

分の義務付けを求めるなどしたところ、原審が取消請求のみ認容したため、当事者双方が控訴した事案 

 愛知県議会議員政務調査費住民訴訟事件（平成 26 年 1 月 16日名古屋地裁） 

◎議会政調費、２８６０万円が不当＝愛知県に返還請求命じる 
◆ 県の住民である原告らが、県議会の各会派の受けた政務調査費の一部は使途基準に違反して違法に支出されたにもかかわらず被告県知事は不当利得の返還請求を違法に怠っているとして、

被告県知事に対し、本件各会派に不当利得返還請求をするよう求めた住民訴訟の事案 

 損害賠償請求事件（平成 26 年 1 月 14日大津地裁） 

◎市に３０万円賠償命じる＝いじめアンケート訴訟 
◆ 市立中学２年の子の自殺につき父親である原告が、同中学校から交付されたいじめの存否に関するアンケート結果の内容を部外秘とする確約書を提出するよう校長から求められ、また、本件い

じめの存否に関する文書の開示請求に対し市教委の教育長から一部不開示処分を受けたため、各行為は違法であるとして、被告市に対し、損害賠償を求めた事案 

 正規労働者と同一の雇用契約上の地位確認等請求事件（平成 25年 12月 10 日大分地裁） 

◎正社員との差額支払い命令＝パート男性訴え認める 
◆ 被告との間で有期労働契約を反復更新してきた原告が、被告による契約期間満了前の更新申込みの拒絶は労働契約法１９条に該当するとして、従前と同様の労働契約上の地位確認等を、また、

被告はパートタイム労働法８条１項に反する差別的取扱いをしたとして、正規労働者と同一権利を有する地位の確認等及び損害賠償を求めた事案 
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 生活保護変更決定取消請求控訴事件（平成 25 年 12 月 26 日福岡高裁） 

◎差し戻し審、原告側が敗訴＝北九州の老齢加算訴訟 
◆ 厚生労働大臣の保護基準改定による老齢加算の段階的減額、廃止に伴い、生活扶助支給額を減額する旨の各保護変更決定を受けた控訴人らが、本件改定は違憲、違法であるから本件各決定

も違法であるとして、その取消しを求めたところ、最高裁が、同大臣の判断の適否に関し、老齢加算に見合う高齢者の特別な需要の有無に係る評価については統計等の客観的な数値等との合理

的関連性や専門的知見との整合性の有無等につき、また、３年間の段階的減額を経て廃止するという激変緩和措置等の内容については被保護者の生活への影響の程度やそれが同措置等によ

って緩和される程度等につき、何ら審理を尽くさずに本件改定を裁量権の逸脱、濫用として違法とした原審の判断は違法であるとして、原審に差し戻した差戻後控訴審の事案 

 損害賠償請求控訴事件（平成 25 年 12月 25日大阪高裁） 

◎国の不作為責任認定＝高裁で初、賠償増額-泉南石綿２陣訴訟 
◆ 工場等で石綿（アスベスト）製品の製造・加工作業等に従事し、作業労働中に石綿粉じんを吸引した結果、石綿肺、肺がん等の石綿関連疾患に罹患したとする労働者又はその相続人である第１審

原告らが、第１審被告国には、石綿粉じん曝露による労働者の石綿関連疾患の発生を防止するための労働関係法における省令制定権限行使を怠った違法があるなどとして、損害賠償を求めた

ところ、原審が請求を一部認容したため、双方が控訴した事案 

 江戸川区スーパー堤防事業取消請求事件（平成 25 年 12月 12 日東京地裁） 

◎「スーパー堤防」取り消し認めず＝住民側が敗訴 
◆ 被告区が、事業仕分けで廃止された高規格堤防（スーパー堤防）の建設を前提とした都市計画を決定し、土地区画整理事業に係る事業計画の決定をしたため、同事業区域内に不動産を所有する

原告らが、本件都市計画決定は必要性のない高規格堤防事業との共同実施を前提とする点などで違法であり、本件事業計画決定自体、健全な市街地開発の必要性がない点などで違法である

などとして、本件事業計画決定の取消しを求めた事案 

 滞納処分取消請求控訴事件（平成 25年 11月 27 日広島高裁松江支部） 

◎二審も「狙い撃ち」認めず＝児童手当差し押さえ訴訟 
◆ 処分行政庁から、滞納処分として普通預金口座の差押処分及び配当処分を受けた被控訴人が、本件差押処分は差押禁止債権である児童手当を差し押さえた違法なものであり、これに伴う配当

処分も違法であるなどとして、控訴人県に対し、本件各処分の取消し、不当利得の返還、損害賠償等を求めるなどしたところ、原審が差押処分の取消請求に係る訴えを却下し、その余の請求を一

部認容したため、控訴人県が控訴した事案 

 固定資産税賦課決定取消請求事件（平成 25年 11 月 27日名古屋地裁） 

◎「沐浴道場」に課税認める＝寺の施設、世俗利用と判断 
◆ 宗教法人である原告が、自己所有の土地建物を用いた温浴施設について、宗教施設及びその敷地として使用しているから地方税法３４８条２項３号所定の非課税物件に当たるとして、被告市に

対し、処分行政庁から受けた本件土地建物に係る２年分の各固定資産税賦課決定処分の取消しを求めた事案 

 原爆症認定申請却下処分取消請求事件（平成 25 年 11月 26 日長崎地裁） 

◎女性を原爆症と認める＝胃がん後遺症も「治療必要」 
◆ 被爆者健康手帳の交付を受けた原告が、胃がん及び胃がん手術の後遺症である胃切除後障害を発症したとして、原爆症認定申請をしたところ、処分行政庁から却下処分を受けたため、被告国

に対し、同処分の取消しを求めた事案  
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 遺族補償年金等不支給決定処分取消請求事件（平成 25 年 11月 25日大阪地裁） 

◎年金受給権、男女差は違憲＝「理由ない差別」 
◆ 公務災害により死亡した地方公務員の夫である原告が、被告大阪府支部長に対してした地方公務員災害補償法に基づく遺族補償年金等の支給請求につき、同法等の定める

年金の受給要件（夫については職員の死亡の当時５５歳以下であること）を満たさないことなどを理由としてされた不支給処分 

 金融商品取引法違反被告事件（平成 25 年 11月 22 日東京地裁） 

◎イー・アクセス元社員に有罪＝買収めぐるインサイダー 
東証一部上場の通信会社の代表取締役会長付き秘書であった被告人が、訴外会社との業務提携、同社の親会社との間の株式交換を行うことを決定した旨の本件通信会社の

業務等に関する重要事項を自己の職務に関して知り、その公表前に自社株式を買い付けるというインサイダー取引をしたとして、金商法違反の罪で起訴された事案 

 損害賠償並びに給付金受給資格確認請求事件（平成 25 年 11月 21日大分地裁） 

◎肝炎救済法の適用認めず＝対象外薬投与の男性側敗訴 
◆ 亡患者の手術の際、ガンマーグロブリン製剤（ガンマグロブリン）及び血漿分画製剤プラスマネート・カッターの投与によりＣ型肝炎に罹患したと主張する同人の相続人である原

告らが、被告国に対し、亡患者及び原告らは、薬害肝炎救済法が直接適用又は類推適用されることにより同法の救済対象となるとして、亡患者の給付金の支給を請求できる

法的地位の確認を、また、厚生労働大臣の違法な法解釈・運用による亡患者の精神的苦痛について損害賠償を求めた事案 

 損害賠償請求控訴、同附帯控訴事件（平成 25 年 11 月 14 日大阪高裁） 

◎元町長らの賠償増額＝旧美里町裏金問題 
◆ 旧町の元町長及び元収入役である控訴人らが、旧町合併後の被控訴人町は、控訴人らが前任者から引き継いだ裏金である旧町の公金を横領した旨の事実に反する告訴、公

表をし名誉を毀損したとして、損害賠償を求めたのに対し、被控訴人町が、控訴人らは同町に帰属する預金を旧町が負担すべきでないものに使用し又は使途不明としたなどと

して、損害賠償等を求めたところ、原審が、控訴人らの請求を棄却し、被控訴人町の請求を一部認容したため、控訴人らが控訴し、被控訴人町が附帯控訴した事案 

 諫早湾干拓地潮受堤防北部および南部各排水門開放差止仮処分事件（平成 25 年 11 月 12日長崎地裁） 

◎諫早干拓開門差し止め命令＝仮処分決定、確定判決と矛盾 
◆ 諫早湾付近の干拓地の農業者らである債権者らが、債務者国に対し、潮受堤防排水門の開門差止めを申し立てた事案 

 

編集部注 
◎印のコメントは、判決に対応するニュース記事のヘッダーを引用したものです。 
判例コンテンツとニュース記事コンテンツを相互に参照することにより、より事件を

具体的に理解することができます。 
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◇外部リンクを設置（履歴タブ・関連情報タブ） 

  改正を織り込む前の条文を検索することができるようになりました。 

ボタンをクリックすると別ウィンドウが起動し、外部サイトが表示されます。 

※ リンクする外部サイトは、法令や改正の解釈に有益なサイトやその法令と密接に関連するサイトを予定 

しています。 

 

 

 
法令に関する様々な情報にアクセスし

やすくなります。 
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◇題名改正ラベルを法令単位表示画面に追加 

  法令単位の画面に、題名改正があったことを示すラベルを表示します。表示する箇所は以下のとおりです。 

  現在閲覧している履歴の法令について題名改正があった場合に、題名改正ラベルが表示されます。 

 
法令の題名が変わっていることが一目

でわかるため、履歴をたどる際に題名の

違いを考慮することができます。 
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◇法令カレンダーの表示を改良(表示速度改善) 

  改善に伴い、「施行された法令を絞り込む」窓内のチェックボックスをカレンダー冒頭部分に常に表示します。 

  

 
検索時の体感速度が速くなることによ

って表示までの待ち時間が少なくなり、

作業の効率化が図れるようになります。 
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◇中央労働委員会命令の収録を開始 
   

中央労働委員会が下す命令を収録します(有料オプションコンテンツ)。 

 都道府県労働委員会の命令は、現在のところ収録対象外です。 

 

概要情報タブでは事件の概要のほか、当該命令に基づく判決や当該命令に関連する法令へのリンクも備えています。 

 

 

  

 
ご要望が多かった労働委員会命令の収

録を実現しました。 
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◇検索履歴機能の改良 
   

検索履歴を利用日別に分割して表示し、リスト画面を整理しました。 

履歴の種類にアイコンを表示し、かつ、検索対象や検索条件の表示を整理して見やすく改めました。 
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◇クライアント ID機能の廃止 
クライアント IDを使った製品の利用を廃止します。これに伴い、以下の箇所に変更が生じます。 

 

 

 ログイン時の画面の「クライアント ID(任意)」欄

を削除します。 

 
 

 IP代替 IDユーザーのために管理者コードの入力

欄を設けます。 

 

 

 「アラート、ブックマーク、検索履歴の使用」のタイプ

選択で、従来のタイプＢを選択できなくなります。 
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◇最近の収録タイトル（1） 

 社会生活トラブル 合意書・示談書等作成マニュアル 
 
－当事者間の合意・示談等により身近なトラブルを解決するために 
－社会生活における様々なトラブルを解決するための合意書・示談書等の文例を、ケース別に豊富に掲載しています。 
－各ケースでは、当事者の要望を反映した複数の合意内容を、図表を用いて分かりやすく示した上で、具体的な文例を紹介しています。 
－文例ごとに「作成上のポイント」を設け、盛り込むべき事項や表現方法を解説しています。 
 

 

 問答式 不動産登記の実務 
 
－新「不動産登記法」に対応した最新事例式解説書。 
－事例式による新しい登記申請の実務解説。 
－一般事例から特殊・難解な事例まで、多くの事例を取り上げました。 
－各事例は図表化して見やすくし、【登記手続上のポイント】において実務上の重要点を詳細に解説しました。 
－申請書は横書とし、添付書類等の要点を簡潔に説明しています。  
－オンライン申請について概説するとともに【記載上のポイント】・【添付情報】では、参考となる事項を適宜取り上げました。 
 

 

 実務マスター 遺産相続事件 
 
－事件処理に欠かせない情報を１冊に集約。知りたい内容がすぐにわかる。 
－あらゆる遺産相続事件を解決するために必要となる法律実務について、解説しています。 
－【Q＆A】一問一答形式でわかりやすく解説しており、留意点や補足情報を掲載していますので、実務に役立ちます。 

加えて、関連する申立書、通知書などの書式例を項目ごとに登載しています。 
－【事例】最新かつ実務上重要な判例を取り上げ、詳細に解説しています。 
－【解説】具体的なケースを想定した遺産分割協議書を掲げ、作成する際に注意すべきポイントを示しています。 
－弁護士のみならず、税理士、司法書士など多くの実務家にご利用いただけます。 
 

 

 誰にもわかる 会社税務の手引 
 
－会社の経営・管理にまつわるあらゆる税金に関する諸問題をわかりやすく解説。 
－会社をめぐる税務上の基本的な取扱いから、実務で直面する諸問題までを幅広く網羅しています。 
－Ｑ＆Ａ形式で、具体的な設例やイラストなどを織り交ぜながらわかりやすく簡潔に解説しています。 
－一口メモとして、設例に関係の深い事項を親しみやすい文章で紹介しています。 

画像なし 



 Copyright © 2014 Westlaw Japan KK. All rights reserved.  13 

 

◇最近の収録タイトル（2） 

 事例式 商業登記申請マニュアル 
 
－申請手続上の疑問点を素早く解決できる手続書!! 
－商業登記の実務上、問題になりやすい事例や難解な事例を中心に採り上げて、わかりやすく解説しています。 
－具体的な事例ごとに、「登記手続上のポイント」「記載上のポイント」「添付書類」について、簡潔明瞭に説明しています。 
－各事例ごとに、登記申請書の記載例とその記載上のポイントを掲載。さらに添付書類の具体例も豊富に収載しています。 
 

 

 図解 建築消防設計マニュアル 
 
－建築物の防火安全対策のための法規制をもれなく登載!! 
－わかりやすい【表】と【図】で、消防設備設計時の法規チェックが容易にできる！ 
－消防法をはじめとする規制基準のポイントを【表形式】にまとめ､わかりやすく解説｡消防設備設計時の法規制チェックに役立ちます｡ 
－条文を読むだけでは理解しにくい規制内容について､具体的な【図】で説明。消防設備に関する法規制が容易に理解できます｡ 
 

 

 誰にもわかる 消防法規の手引 
 
－消防法規の用語の意義から消防設備規制､各種の技術基準､用途別消防設備規制､危険物規制､防火管理など､消防･建築に関与する 
方々に必要な法令上の諸問題を網羅しているので､誰でもどんな場合にも対応できます｡ 

－Ｑ＆Ａ方式を採用し､図表を多くまじえながら､誰でもわかるようにやさしく解説してあります｡ 
－解説の末尾には､《参考となる法令など》の欄を設けてあり､法的根拠を明らかにすることにより､さらに詳しく研究される方の参 
考としています｡ 

 

 

 離婚事件処理の実務－Ｑ＆Ａと給付事例－ 
 
－離婚事件の問題点を網羅した実務解説書！  
－【Ｑ＆Ａ】では、離婚時や離婚前後におけるさまざまな法律問題を取り上げ、適宜フローチャートや書式も掲載しながら、実務家の 
視点でわかりやすく解説しています。  

－【給付事例】では、財産分与や慰謝料等の離婚給付が問題となった判例を取り上げ、事案の概要と裁判所の判断を掲げた上で、実務 
に関するコメントなどを表形式で簡潔にまとめています。  

－家事事件手続法の施行やハーグ条約への加盟に伴う実務の動向を踏まえた、最新の内容となっています。 

 

 


